
令
和
７
年
１
０
月
２
１
日
、
衆
参
両

院
の
首
班
指
名
選
挙
で
、
自
民
党
の
高

市
早
苗
総
裁
が
第
１
０
４
代
内
閣
総
理

大
臣
に
選
出
さ
れ
ま
し
た
。
憲
政
史
上

初
の
女
性
総
理
と
し
て
新
た
な
時
代
の

幕
開
け
で
す
。

《
出
発
点
と
就
任
ま
で
の
道
の
り
》

高
市
総
理
は
、
１
０
月
４
日
、
自
民

党
総
裁
に
選
出
さ
れ
、
そ
の
１
７
日
後

に
総
理
大
臣
に
選
出
さ
れ
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。
こ
の
間
、
国
政
に
は
大
き
な

動
き
が
い
く
つ
も
あ
り
ま
し
た
。

２
６
年
に
及
ぶ
自
公
連
立
の
解
消
、

立
国
維
に
よ
る
玉
木
総
理
の
可
能
性
な

ど
、
毎
日
状
況
が
大
き
く
状
況
が
変
わ

る
中
で
、
最
終
的
に
、
自
民
党
と
維
新

の
会
で
連
立
政
権
合
意
が
決
ま
り
、
高

市
内
閣
の
発
足
へ
弾
み
を
つ
け
ま
し
た
。

日
本
は
、
Ｇ
７
の
中
で
、
５
番
目
に

女
性
の
リ
ー
ダ
ー
が
政
権
を
担
う
国
と

な
り
ま
し
た
。
ア
メ
リ
カ
や
フ
ラ
ン
ス

は
、
い
ま
だ
に
女
性
リ
ー
ダ
ー
は
い
ま

せ
ん
。
今
回
の
高
市
総
理
の
就
任
は
、

こ
れ
ま
で
の
日
本
の
制
度
・
慣
行
・
意

識
の
壁
を
突
き
崩
し
た
大
き
な
意
味
を

持
つ
も
の
で
す
。

《
今
後
の
政
権
運
営
と
課
題
》

就
任
直
後
か
ら
高
市
政
権
に
は
多
く

の
喫
緊
の
課
題
が
山
積
し
て
い
ま
す
。

例
え
ば
少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
、
物

価
高
・
イ
ン
フ
レ
圧
力
、
そ
し
て
安
全

保
障
・
外
交
課
題
な
ど
。

ま
た
、
連
立
を
組
む
政
党
が
変
わ
り

ま
し
た
。
旧
来
の
「
自
公
連
立
」
に
か

わ
っ
て
、
閣
外
協
力
と
い
う
形
で
日
本

維
新
の
会
と
の
連
携
が
ど
の
よ
う
な
連

携
が
図
ら
れ
て
い
く
の
か
。
新
た
な
枠

組
み
の
中
で
、
政
策
実
現
力
を
ど
の
よ

う
に
確
保
し
て
い
く
か
が
問
わ
れ
て
い

ま
す
。

ま
た
発
足
し
た
高
市
内
閣
の
女
性
閣

僚
数
が
２
人
と
い
う
こ
と
に
メ
デ
ィ
ア

は
注
目
し
が
ち
で
す
が
、
ベ
テ
ラ
ン
、

中
堅
、
若
手
の
バ
ラ
ン
ス
が
今
ま
で
と

は
大
き
く
異
な
り
、
素
晴
ら
し
い
人
事

と
感
じ
ま
し
た
。

な
か
で
も
、
私
の
衆
議
院
時
代
の
同

期
（
衆
２
期
生
）
で
あ
る
、
松
本
尚
デ

ジ
タ
ル
大
臣
や
尾
﨑
正
直
内
閣
官
房
副

長
官
の
活
躍
か
ら
は
、
大
き
な
刺
激
を

受
け
ま
す
。
お
二
人
と
も
信
念
が
あ
り
、

実
直
で
、
優
秀
な
方
で
す
。
活
躍
を
心

か
ら
祈
念
し
て
い
ま
す
。

他
方
で
、
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
の
は
、

政
治
空
白
が
す
で
に
生
じ
て
い
る
こ
と

で
す
。

自
民
党
総
裁
選
や
組
閣
ま
で
時
間
が

か
か
り
、
物
価
高
な
ど
国
民
の
皆
様
が

直
面
す
る
課
題
に
対
す
る
議
論
が
止

ま
っ
て
し
ま
っ
て
い
ま
す
。

今
後
は
速
や
か
に
臨
時
国
会
を
招
集

し
、
補
正
予
算
を
組
む
必
要
が
あ
り
ま

す
。
高
市
総
理
は
総
裁
選
の
際
、
「
大

胆
な
危
機
管
理
投
資
と
成
長
投
資
を
し
、

暮
ら
し
の
安
心
安
全
を
確
保
し
強
い
経

済
を
実
現
す
る
」
と
強
く
訴
え
ら
れ
ま

し
た
。
ぜ
ひ
こ
の
実
現
に
向
け
て
、
ス

ピ
ー
デ
ィ
に
邁
進
し
て
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

外
交
・
安
全
保
障
面
で
も
、
日
米
同

盟
再
強
化
、
ア
ジ
ア
地
域
の
安
全
保
障

環
境
の
変
化
へ
の
迅
速
な
対
応
、
そ
し

て
経
済
安
全
保
障
に
お
い
て
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

「
何
か
と
閉
塞
感
の
あ
る
日
本
社
会
の

現
状
を
打
破
し
て
ほ
し
い
。
」

高
市
総
理
に
は
大
き
な
期
待
が
向
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

「
政
治
は
、
社
会
全
体
の
意
思
決
定
の

プ
ロ
セ
ス
」
で
す
。

 

“
リ
ー
ダ
ー
そ
の
も
の
の
多
様
化
”
や

“
意
思
決
定
層
の
構
造
改
革
”
を
打
ち

出
せ
れ
ば
、
日
本
社
会
全
体
の
ム
ー
ド

も
一
気
に
変
わ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

今
、
女
性
総
理
と
い
う
大
き
な
変
化

が
政
治
に
生
ま
れ
ま
し
た
。
私
た
ち
一

人
一
人
が
未
来
を
つ
く
る
主
体
と
な
り
、

新
た
な
日
本
の
、
地
域
の
未
来
を
つ

く
っ
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。
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《
や
ま
も
と
・
さ
こ
ん
》

愛
知
県
豊
橋
市
出
身
。
１
９
８
２
年

７
月
９
日
生
ま
れ
。
４
３
歳
。
豊
橋

南
高
校
卒
業
、
南
山
大
学
。
１
１
歳
、

レ
ー
シ
ン
グ
キ
ャ
リ
ア
ス
タ
ー
ト
。

１
９
歳
、
単
身
渡
欧
。
２
４
歳
、
当

時
日
本
人
最
年
少
Ｆ
１
ド
ラ
イ
バ
ー

デ
ビ
ュ
ー
。
３
０
歳
、
帰
国
後
、
医

療
介
護
福
祉
の
世
界
に
。
医
療
法

人
・
社
会
福
祉
法
人
さ
わ
ら
び
グ

ル
ー
プ
の
統
括
本
部
長
就
任
。
２
０

１
９
年
第
２
５
回
参
議
院
議
員
通
常

選
挙
（
比
例
代
表
）
に
自
民
党
公
認

で
立
候
補
し
、
落
選
。
２
０
２
１
年

第
４
９
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
（
東

海
ブ
ロ
ッ
ク
比
例
代
表
）
に
自
民
党

公
認
で
立
候
補
し
初
当
選
。
当
選
直

後
か
ら
、
合
成
燃
料
の
国
産
化
の
必

要
性
を
訴
え
、
３
年
以
内
に
日
本
初

の
実
証
プ
ラ
ン
ト
の
稼
動
を
実
現
し

た
。
ま
た
、
２
０
２
２
年
８
月
、
初

当
選
後
一
年
に
満
た
な
い
中
、
文
部

科
学
大
臣
政
務
官
兼
復
興
大
臣
政
務

官
に
異
例
の
抜
擢
。
科
学
技
術
・
文

化
の
担
務
を
中
心
に
活
躍
。
２
０
２

４
年
第
５
０ 

回
衆
議
院
議
員
総
選

挙
に
自
民
党
比
例
代
表
で
２
期
目
に

立
候
補
す
る
も
落
選
し
現
在
に
至
る
。

英
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
を
話
す
マ
ル
チ

リ
ン
ガ
ル
。

前
衆
議
院
議
員

憲
政
史
上
初
の
女
性
総
理

第
１
０
４
代
高
市
首
相
誕
生



経済安全保障
南西諸島の海底ケーブル強靱化を推進。

人口・外国人政策
人口減少対策本部（仮称）を設置し、抜本的少子化対策
を実施。
外国人受け入れに数値目標を設定し、違法行為への対応
を強化。
日本版CFIUS創設、外国資本による土地取得規制を強化。

教育
高校・給食無償化を2026年4月から実施。
子育て支援拡充、保育料軽減。
大学数の適正化を検討。
科研費を大幅拡充し、基礎研究を強化。
統治機構改革

首都機能分散・副首都構想を進める。26年通常国会で
法案成立を目指す。
政治改革

企業・団体献金の是非を協議体と第三者委員会で検討。
衆院議員定数を1割削減する議員立法を提出。
中選挙区制復活も含め選挙制度を再検討。
政党法を整備し、政党ガバナンスを明確化。

出典：首相官邸 ウェブサイトから加工して作成 https://www.kantei.go.jp/jp/104/meibo/index.html
出典：自民党 ウェブサイトから加工して作成 https://storage2.jimin.jp/pdf/news/information/211626.pdf

資料解説
前衆議院議員山本左近

高市内閣 発足

総論：「日本再起」へ向けた連立の目的
戦後最も厳しい安全保障・経済環境を背景に、「自立する国家」を掲げる。
日米同盟を基軸に、現実主義（リアリズム）に基づく外交・防衛政策を推進。
経済成長による国民生活向上を重視し、積極財政と歳出改革の両立を目指す。
憲法改正・社会保障・統治機構など「戦後の宿題」を包括的に改革。

経済・財政
ガソリン税の旧暫定税率を廃止（25年臨時国会中に成立）。
物価対策補正予算を25年臨時国会で成立。
所得税の基礎控除をインフレ連動制に見直し、給付付き税額控除を導入。
政府効率化局（仮称）を新設し、税制優遇や補助金の総点検。
飲食料品を2年間消費税非課税化も検討。

社会保障
医療費・介護制度を中心に抜本改革。現役世代の保険料上昇を抑制。
医療・介護保険の全国統合プラットフォーム構築、都道府県の責任強化。
「高齢者」定義の見直しや第3号被保険者制度改革。
医療機関の経営安定・診療報酬体系見直し。
病院・介護施設への経営支援策を実施。

皇室・憲法・家族制度
男系継承を維持しつつ、養子縁組による皇族拡大案を優先。
憲法9条改正・緊急事態条項創設に向け、条文起草協議会を25年臨時国会中に設置。
旧姓使用に法的効力を持たせる制度を26年通常国会で成立目指す。
「日本国国章損壊罪」創設で国旗・国章保護を強化。

外交・安全保障
戦略三文書を前倒し改定。
外務省に「和平調停にかかる部署」創設。
反撃能力を持つ長射程ミサイル・新型潜水艦整備を推進。
自衛官の処遇改善と恩給制度創設を検討。
「防衛装備移転三原則」の制限撤廃へ。

インテリジェンス（情報機能強化）
「国家情報局」創設（26年通常国会）。
「国家情報会議」設置法制定（26年通常国会）。
27年度末までに対外情報庁（日本版CIA）設立。
スパイ防止・外国代理人登録法を整備。

エネルギー・資源
原発再稼働を進め、次世代炉・核融合の開発を加速。
地熱・海洋資源など国産エネルギーの開発促進。

食料・国土
植物工場・陸上養殖などへの大型投資で食料安全保障を強化。
メガソーラーを法的規制し、環境保全と災害対策を両立。

自民・維新の連立政策合意書（要約）

同期

同期

初

初

初

初

初

初

初

初

初

初
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